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2018 年 10 月 10 日 

 イオン北海道株式会社 

マックスバリュ北海道株式会社 

イオン株式会社 

 

イオン北海道株式会社及びマックスバリュ北海道株式会社の 

経営統合（合併）に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

 

イオン北海道株式会社（以下「イオン北海道」といいます）及びマックスバリュ北海道株式会社（以下

「ＭＶ北海道」といいます）は本日開催の取締役会決議に基づき、イオン株式会社（以下「イオン」といい

ます）は代表執行役の決定に基づき、イオン北海道とＭＶ北海道の経営統合（以下「本経営統合」といいま

す）に関する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます）を締結いたしましたので、以下の通りお知ら

せいたします。 

 

１．本経営統合の目的 

イオングループでは、2017 年 12 月に、2020 年に向けての中期経営方針において、「リージョナルシフト」

「デジタルシフト」「アジアシフト」及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループの変革の方向

性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指しています。 

  

その実現に向けて、スーパーマーケット（以下「ＳＭ」といいます）事業においては、ドラッグストアやコ

ンビニエンスストア、Ｅコマースなど競争のボーダレス化による競合環境の激化、人口動態やお客さまの生活

スタイルの変化、健康志向、低価格志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域ごとに一

定以上の規模を有する企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便

利さを提供し続け、最も地域に貢献する企業に成長する必要があります。 

このような中、イオン北海道及びＭＶ北海道の親会社であるイオンは当該中期経営方針において、ＳＭ改革

の今後の方向性を示しました。 

 

これを踏まえ、イオン北海道及びＭＶ北海道は、本経営統合により、経営資源やノウハウの共有化を推進し、

当事者のシナジーの極大化を実現することで、今まで以上に北海道に貢献できる企業に進化することを目指し

ます。それは、北海道における「ベストローカル」を実現する運営体制を構築し、「変化し続けるお客さまのニ

ーズ」に、多様なフォーマットでお応えできる事業基盤を確立し、北海道における市場シェアＮＯ.１を実現さ

せるものと考えております。 

具体的には、①スケールメリットを活かした商品調達、産地集約、商品開発などを進める、②店舗オペレー

ションの改善、物流コストの低減、デジタル化の推進、共通部門の合理化などのシナジーを創出する、③ＳＭ

に加え、大型ショッピングセンター、総合スーパー（ＧＭＳ）、小型ＳＭ（まいばすけっと）、ディスカウント

ストア、ネットスーパーやＥコマースまで、多様なフォーマットを持つことで、地域に最適な事業戦略を総合

的に推進する、④デジタル化の取り組みを進めてネットと店舗をシームレスにつなぎ、オムニチャネル戦略を

推進することで、お客さまがいつでもどこでもイオンを利用できる基盤を構築する、⑤ＳＣ戦略として更に地

域と連携し、地域の皆さまが安心して楽しくコミュニケーションを図れる交流拠点となることで、今まで以上

に街づくりの一翼を担えるようなショッピングセンターの実現を目指しております。このような取り組みを行

い、従来には無い価値を創出することにより、本経営統合による新会社の企業価値向上はもとより、グループ

全体の企業価値向上に資するべく、北海道における事業戦略について本格的に協議を行っていく予定です。 
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２．本経営統合の要旨 

（１）本経営統合の方式 

イオン北海道及びＭＶ北海道は、イオン北海道を吸収合併存続会社、ＭＶ北海道を吸収合併消滅会社とする

吸収合併（以下「本合併」といいます）を行う方法により統合する基本方針のもと本経営統合を進める予定で

おります。 

 

（２）本経営統合の日程 

本基本合意書締結日 2018 年 10 月 10 日 

本合併に関する契約締結日 2019 年４月上旬（予定） 

定時株主総会における本合併契約承認決議 2019 年５月中下旬（予定） 

本合併の効力発生日 2020 年３月１日（予定） 

 

（３）本合併に係る合併比率 

本合併における合併比率については、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関によ

る合併比率算定の結果を踏まえて、本合併に関する最終契約締結までにイオン北海道及びＭＶ北海道で協議の

上決定いたします。 
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３．本経営統合の当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 イオン北海道株式会社 マックスバリュ北海道株式会社 

（２） 所 在 地 
北海道札幌市白石区本通 21 丁目

南 1 番 10 号 

北海道札幌市中央区北８条西 21

丁目１番 10 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 青柳 英樹 代表取締役社長 出戸 信成 

（４） 事 業 内 容 総合小売業 スーパーマーケット事業 

（５） 資 本 金 61 億 43 万円 11 億 7,644 万円 

（６） 設 立 年 月 日 1978 年４月５日 1961 年３月 17 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 106,211,086 株 6,941,350 株 

（８） 決 算 期 ２月末 ２月末 

（９） 従 業 員 数 1,338 人 1,120 人 

（10） 主 要 取 引 先 

イオンリテール株式会社 

イオントップバリュ株式会社 

株式会社三菱食品 

イオンリテール株式会社 

イオントップバリュ株式会社 

加藤産業株式会社 

（11） 主 要 取 引 銀 行 

株式会社北洋銀行 

三井住友信託銀行株式会社 

株式会社みずほ銀行 

北海道信用農業協同組合連合会 

株式会社北洋銀行 

株式会社北海道銀行 

株式会社北陸銀行 

（12） 大株主及び持株比率 

イオン株式会社 80.47% 

加藤産業株式会社  1.13% 

イオン北海道従業員持株会 

  0.91% 

株式会社北洋銀行  0.53% 

総合商研株式会社  0.40% 

イ オ ン リ テ ー ル 株 式 会 社

  0.38% 

北海道コカ・コーラボトリング株

式会社  0.36% 

東洋水産株式会社  0.30% 

モリリン株式会社  0.28% 

株式会社北海道銀行  0.26% 

イオン株式会社  57.42% 

株式会社北洋銀行  4.88% 

マックスバリュ北海道共栄会 

  4.53% 

イオンフィナンシャルサービス株

式会社  3.82% 

株式会社北海道銀行  2.45% 

出戸一成  2.02% 

マックスバリュ西日本株式会社 

  1.70% 

株式会社北陸銀行  1.53% 

出戸信成  0.91% 

株式会社エフピコ  0.88% 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 記載すべき事項はございません。 

 
人 的 関 係 

イオン北海道の社外監査役 2 名のうち、1 名はＭＶ北海道の常勤監査

役、１名はＭＶ北海道の社外監査役を兼務しております。 

 取 引 関 係 イオン北海道とＭＶ北海道は店舗賃貸借等の取引があります。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

両社はいずれもイオンの子会社であり、関連当事者に該当いたします。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 

イオン北海道 ＭＶ北海道 

2016 年 

２月期 

2017 年 

２月期 

2018 年 

２月期 

2016 年 

２月期 

2017 年 

２月期 

2018 年 

２月期 

 純 資 産 34,144 37,387 42,792 8,318 8,662 9,027 
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 総 資 産 103,885 98,529 94,807 31,598 32,452 35,930 

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 322.67 353.19 404.15 1,198.64 1,245.68 1,296.52 

 売 上 高 又 は 営 業 収 益 170,305 184,511 186,696 108,141 121,460 124,166 

 営 業 利 益 7,929 8,258 8,596 1,152 1,287 1,223 

 経 常 利 益 8,002 8,267 8,597 1,219 1,309 1,222 

 当 期 純 利 益 4,183 4,183 6,483 523 403 492 

 １株当たり当期純利益 (円 )  39.95 39.65 61.43 76.12 58.48 71.37 

 １  株  当  た  り  配当金 (円 )  10 10 17 15 17 20 

（注１）2018 年２月 28 日現在。ただし、特記しているものを除きます。 

（注２）従業員数には、パートタイマーの期中平均人数を含めておりません。 

 

４．本経営統合後の吸収合併存続会社の状況 

本経営統合後の吸収合併存続会社の商号や本店所在地、代表者及び役員の構成、組織等につきましては、今

後イオン北海道、ＭＶ北海道で協議の上決定いたします。 

 

５．統合準備委員会及び分科会 

本基本合意書締結後速やかに、本経営統合に関して集中的に協議を行うために統合準備委員会及び分科会を

設置し、本経営統合後の体制、統合効果等を検討してまいります。 

 

６．今後の見通し 

本経営統合の効力発生は 2020 年３月１日を予定しているため、本経営統合がイオン北海道及びＭＶ北海道

の当期の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。また、次期業績におきましては、確定次第お知

らせいたします。 

 

以 上 
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（参考）イオン北海道の当期業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期実績 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
190,200 百万円 8,700 百万円 8,500 百万円 4,800 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
186,696 百万円 8,596 百万円 8,597 百万円 6,483 百万円 

 

（参考）ＭＶ北海道の当期業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期実績 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
132,800 百万円 1,300 百万円 1,300 百万円 500 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
125,951 百万円 1,223 百万円 1,222 百万円 492 百万円 
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2018 年 10 月 10 日 

マックスバリュ東北株式会社 

イオン株式会社 

 

 

マックスバリュ東北株式会社、イオンリテール株式会社（東北カンパニー）の 

経営統合に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

 

マックスバリュ東北株式会社（以下「ＭＶ東北」といいます）及びイオンリテール株式会社（以下「イオ

ンリテール」といいます）は取締役会決議に基づき、イオン株式会社（以下「イオン」といいます）は代表

執行役の決定に基づき、ＭＶ東北及びイオンリテール東北カンパニー（以下「ＡＲ東北」といいます）の経

営統合（以下「本経営統合」といいます）に関する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます）を締結

いたしましたので、以下の通りお知らせいたします。 

 

１．本経営統合の目的 

イオングループでは、2017 年 12 月に、2020 年に向けての中期経営方針において、「リージョナルシフト」

「デジタルシフト」「アジアシフト」及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループの変革の方向

性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指しています。 

  

その実現に向けて、スーパーマーケット（以下「ＳＭ」といいます）事業においては、ドラッグストアやコ

ンビニエンスストア、Ｅコマースなど競争のボーダレス化による競合環境の激化、人口動態やお客さまの生活

スタイルの変化、健康志向、低価格志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域ごとに一

定以上の規模を有する企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便

利さを提供し続け、最も地域に貢献する企業に成長する必要があります。 

このような中、ＭＶ東北の親会社であり、イオンリテールの完全親会社であるイオンは当該中期経営方針に

おいて、ＳＭ改革の今後の方向性を示しました。 

 

これを踏まえ、東北エリアでＳＭ事業を運営するＭＶ東北及びイオンリテールは、お客さまの食に対するニ

ーズの変化やデジタル化に対応するため、東北エリアにおける市場シェアＮＯ.１を目指して相互の経営資源・

ノウハウの共有化を推進し、当事者のシナジーの極大化を実現することにより、お客さまに豊かな暮らしをご

提供し、東北で最も貢献するＳＭ企業となるために、ＭＶ東北及びＡＲ東北の経営統合に向けた基本合意に至

りました。 

 

２．本経営統合の方式及び日程 

本経営統合の方式については、ＭＶ東北、イオンリテール、及びイオンの３社で、今後協議を進める予定で

あり、本経営統合の完了は 2020 年３月頃の完了を目指しております。 

 

３．本経営統合の当事会社の概要 

（１）会社概要 （2018 年２月 28 日現在） 

名称 マックスバリュ東北株式会社 イオンリテール株式会社 

所 在 地 
秋田県秋田市土崎港北 

一丁目６番 25 号 
千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

代 表 者 の 代表取締役社長 佐々木 智佳子 代表取締役社長 岡崎 双一 
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役 職 ・ 氏 名 

事 業 内 容 スーパーマーケット事業 総合小売業 

資 本 金 3,688 百万円 48,970 百万円 

設 立 年 月 日 1972 年 12 月 8 日 2008 年 8 月 21 日（注２） 

発 行 済 株 式 数 13,129,650 株 107,103 株 

決 算 期 ２月末 ２月末 

従 業 員 数 （ 注 １ ） 5,091 名 85,199 名 

主 要 取 引 先 
加藤産業株式会社 

三菱食品株式会社 

三菱食品株式会社 

加藤産業株式会社 

主 要 取 引 銀 行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社秋田銀行 

株式会社北都銀行 

株式会社きらやか銀行 

株式会社イオン銀行 

株式会社みずほ銀行 

大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

イオン株式会社       70.13% 

ＭＶ東北共栄会         2.46% 

マックスバリュ東北従業員持株会         

2.09% 

マックスバリュ西日本株会社 0.82% 

三菱食品株式会社          0.32% 

株式会社松紀              0.29% 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社       

0.27% 

東京海上日動火災保険株式会社           

0.27% 

株式会社北都銀行           0.23% 

株式会社大商金山牧場       0.23% 

イオン株式会社               100% 

当事会社間の関係 

 資 本 関 係 ＭＶ東北とイオンリテールとの資本関係はありません。 

 
人 的 関 係 

ＭＶ東北とイオンリテールとの間の人的関係は、イオンリテールへの出向者１

名、イオンリテールからの出向者３名です。 

 
取 引 関 係 

ＭＶ東北とイオンリテールとの間の取引関係は、商品仕入及び商品券共通利用等

です。 

 関連当事者へ

の 該 当 状 況 

ＭＶ東北及びイオンリテールはいずれもイオンの子会社であり、関連当事者に該

当いたします。 

（注１）従業員数には、パートタイマー換算人数を含んでおります。 

（注２）イオンリテールとしての会社発足日となります。 

 

（２）最近３年間の経営成績及び財政状態 

①ＭＶ東北（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 3,352 百万円 3,883 百万円 4,203 百万円 

 総 資 産 23,762 百万円 22,714 百万円 21,534 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 △88.63 円 △48.84 円 △25.31 円 

 売 上 高 110,292 百万円 104,507 百万円 103,418 百万円 
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 営 業 利 益 1,212 百万円 1,372 百万円 1,217 百万円 

 経 常 利 益 1,246 百万円 1,396 百万円 1,245 百万円 

 当 期 純 利 益 759 百万円 516 百万円 303 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 41.74 円 28.39 円 16.64 円 

 １  株  当  た  り  配 当 金 －円 －円 －円 

（注）１株当たり純資産額については、純資産の部の合計額よりＡ種種類株式の払込金額を控除した金額 

を、普通株式の期末発行済株式数で除して算定しております。 

 

②イオンリテール（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 269,841 百万円 274,142 百万円 246,799 百万円 

 総 資 産 1,169,629 百万円 1,193,262 百万円 1,152,264 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 2,656,365.93 円 2,559,615.83 円 2,304,316.10 円 

 売 上 高 1,990,581 百万円 2,006,279 百万円 2,021,387 百万円 

 営 業 利 益 4,821 百万円 8,378 百万円 11,809 百万円 

 経 常 利 益 2,952 百万円 7,096 百万円 12,726 百万円 

 当 期 純 利 益 16,143 百万円 7,353 百万円 △16,940 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 160,169.28 円 68,662.78 円 △158,174.36 円 

（注）上記数値はイオンリテール単体の数値であり、経営統合の対象となるＡＲ東北はこの一部を構成します。

経営統合の対象となる事業に係る数値は未定のため、今後、決定でき次第お知らせします。 

 

４．統合準備委員会及び分科会 

本基本合意書締結後速やかに、本経営統合に関して集中的に協議を行うために統合準備委員会及び分科会

を設置し、本経営統合後の体制、統合効果等を検討してまいります。 

 

５．今後の見通し 

本経営統合の効力発生は 2020 年３月頃を目標としており、本経営統合がＭＶ東北の当期の業績に与える

影響等については、現時点では未定です。 

 

以 上 
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（参考）ＭＶ東北の当期業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期実績 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
106,500 百万円 1,250 百万円 1,250 百万円 420 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
105,303 百万円 1,217 百万円 1,245 百万円 303 百万円 
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2018 年 10 月 10 日 

マックスバリュ東海株式会社 

マックスバリュ中部株式会社 

イオン株式会社 

 

マックスバリュ東海株式会社及びマックスバリュ中部株式会社の 

経営統合（合併）に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

 

マックスバリュ東海株式会社（以下「ＭＶ東海」といいます）及びマックスバリュ中部株式会社（以下

「ＭＶ中部」といいます）は本日開催の取締役会決議に基づき、イオン株式会社（以下「イオン」といいま

す）は代表執行役の決定に基づき、ＭＶ東海とＭＶ中部の経営統合（以下「本経営統合」といいます）に関

する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます）を締結いたしましたので、以下の通りお知らせいたし

ます。 

 

１．本経営統合の目的 

イオングループでは、2017 年 12 月に、2020 年にむけての中期経営方針において、「リージョナルシフト」

「デジタルシフト」「アジアシフト」及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループの変革の方向

性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指しています。 

 

その実現に向けて、スーパーマーケット（以下「ＳＭ」といいます）事業においては、ドラッグストアやコ

ンビニエンスストア、Ｅコマースなど競争のボーダレス化による競合環境の激化、人口動態やお客さまの生活

スタイルの変化、健康志向、低価格志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域ごとに一

定以上の規模を有する企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便

利さを提供し続け、最も地域に貢献する企業に成長する必要があります。 

このような中、ＭＶ東海及びＭＶ中部の親会社であるイオンは当該中期経営方針において、ＳＭ改革の今後

の方向性を示しました。 

 

ＭＶ東海は静岡県、神奈川県、山梨県、愛知県において 153 店舗（2018 年 9 月 30 日現在）の食品スーパー

を展開しております。一方、ＭＶ中部は愛知県、三重県、岐阜県、滋賀県において 118 店舗（2018 年 9 月 30

日現在）の食品スーパーを展開し、同社子会社の食品製造会社から同社店舗を中心に惣菜等の商品供給を行っ

ております。 

ＭＶ東海及びＭＶ中部の展開地域は神奈川県、山梨県、静岡県、愛知県、三重県、岐阜県及び滋賀県（以下、

総称して東海中部エリアといいます）にあり、それぞれのエリアでドミナントを形成しながら地域密着をキー

ワードに掲げ、時流の変化とともにグループ内外のＳＭ企業との統合などを経て、事業規模の拡大を推進して

まいりました。 

また、東海中部エリアは、東名・新東名高速、名神・新名神高速、また新幹線などにより往来が容易な東海

道メガロポリス沿いに属し、関東圏・関西圏とのアクセス利便性が高まる一方で、食文化は東海中部エリアの

中にあってもそれぞれの特異性を色濃く残し、地域の食品産業が形成されているエリアであります。 

東海中部エリアでＳＭ事業を運営するＭＶ東海とＭＶ中部は、異なる食文化による棲み分けという垣根を取

り払い、東海中部エリア特有の食文化・食習慣や、多様で複雑化するお客さまニーズ、競争環境へのより機動

的な対応を図り、地域とともに成長する東海中部エリアＮＯ.１のＳＭ事業をコアとした食を支える生活イン

フラ企業となるためには、両社の経営資源を結集し、収益力向上のための新たな事業組織の構築が不可欠であ

り、この具現化に向けては、双方の現有事業基盤の観点から、互いが最良のパートナーであるとの認識に至り

ました。 
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この認識に基づき、ＭＶ東海とＭＶ中部は、それぞれの持つ強みを融合し、地域のお客さまにとってより豊

かな生活の実現に貢献できる事業を展開し、そして、真に持続的成長が可能な食を支える生活インフラ企業へ

の進化を本格化するため、短期的には統合により、店舗を支える商品調達機能、物流機能の強化と店舗業務支

援体制などを効率化することによるシナジーの最大化を通じたエリア屈指の競争力を有する企業を目指しつ

つ、中長期的には地域密着経営を軸として「お客さま満足」と「従業員満足」、そして「地域社会に対する貢

献」の飛躍的な向上を図り、企業価値を高めることを目的として、本件検討を進めてまいります。 

 

２．本経営統合の要旨 

（１）本経営統合の方式 

ＭＶ東海及びＭＶ中部は、ＭＶ東海を吸収合併存続会社、ＭＶ中部を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以

下「本合併」といいます）を行う方法により統合する基本方針のもと、両社対等の精神に基づき本経営統合を

進める予定でおります。 

また、本合併に先立ち、ＭＶ東海及びＭＶ中部は、経営資源をＳＭ事業へ集中させるため、ＭＶ東海のＤＳ

（ディスカウントストア）事業のイオンビッグ株式会社（以下「イオンビッグ」といいます）への移管、及び

ＭＶ中部のＤＳ事業のイオンビッグへの移管を実施することを検討しておりますが、現時点ではこれらの移管

の範囲、スキーム等は確定しておりません。今後、本合併と合わせて詳細検討を進めてまいります。 

 

 

（２）本経営統合の日程 

本基本合意書締結日 2018 年 10 月 10 日 

本合併に関する契約締結日 2019 年４月中旬（予定） 

定時株主総会における本合併契約承認決議 2019 年５月下旬（予定） 

本合併の効力発生日 2019 年９月１日（予定） 

 

（３）本合併に係る合併比率 

本合併における合併比率については、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関によ

る合併比率算定の結果を踏まえて、本合併に関する最終契約締結までにＭＶ東海及びＭＶ中部で協議の上決定

いたします。 

 

３．本経営統合の当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 マックスバリュ東海株式会社 マックスバリュ中部株式会社 

（２） 所 在 地 
静岡県駿東郡長泉町下長窪 303

番地１ 

愛知県名古屋市中区錦一丁目 18番

22 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 神尾 啓治 代表取締役社長 鈴木 芳知 

（４） 事 業 内 容 スーパーマーケット事業 スーパーマーケット事業 

（５） 資 本 金 22 億 6,785 万円 39 億 5049 万円 

（６） 設 立 年 月 日 1948 年６月３日 1973 年８月 21 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 17,883,300 株 31,734,623 株 

（８） 決 算 期 ２月末 ２月末 

（９） 従 業 員 数 1,702 人（連結） 1,357 人（連結） 

（10） 主 要 取 引 先 

三菱食品株式会社 

米久株式会社 

株式会社静岡メイカン 

三菱食品株式会社 
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（11） 主 要 取 引 銀 行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社静岡銀行 

スルガ銀行株式会社 

株式会社百五銀行 

株式会社三重銀行 

株式会社第三銀行 

（12） 大株主及び持株比率 

イオン 

     

69.28% 

マックスバリュ東海従業員持株会

 

     

2.06% 

DFA INTL SMALL CAP VALUE 

PORTFOLIO 

（常任代理人シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）       0.54% 

J.P. MORGAN SECURITIES 

LLC-CLEARING 

（常任代理人シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）     

0.22% 

株式会社中部メイカン   0.19% 

DFA INVESTMENT TRUST 

COMPANY-JAPANESE SMALL 

COMPANY SERIES 

（常任代理人シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）        

0.19% 

内山一美                  0.16% 

ザバンクオブニューヨークメロン 

１４００４４ 

（常任代理人株式会社みずほ銀行決

済営業部）     

0.15% 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）     

0.14% 

INTERNATIONAL CORE 

EQUITY PORTFOLIO DFA 

INVESTMENT DIMENSIONS 

GROUP INC 

（常任代理人シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）         0.13% 

イオン 

        

66.61% 

株式会社百五銀行      

2.08% 

株式会社第三銀行      

1.99% 

三菱食品株式会社      

1.88% 

株式会社ウメモト      

1.53% 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口４)     

1.21% 

マックスバリュ中部取引先持株会 

 

      

1.14% 

竹内 晶子      

1.02% 

加藤産業株式会社     

0.94% 

マックスバリュ中部従業員持株会 

 

      

0.94% 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 記載すべき事項はございません。 

 人 的 関 係 ＭＶ東海よりＭＶ中部に従業員１名が出向しております。 
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 取 引 関 係 記載すべき事項はございません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

ＭＶ東海及びＭＶ中部はいずれもイオンの子会社であり、関連当事者

に該当いたします。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 

ＭＶ東海（連結） ＭＶ中部（連結） 

2016 年 

２月期 

2017 年 

２月期 

2018 年 

２月期 

2016 年 

２月期 

2017 年 

２月期 

2018 年 

２月期 

 連 結 純 資 産 43,600 45,843 48,204 16,396 17,879 18,900 

 連 結 総 資 産 69,374 70,353 72,374 47,991 49,160 47,909 

 １株当たり連結純資産 ( 円 ) 2,432.74 2,569.58 2,696.12 515.59 561.50 593.46 

 連 結 営 業 収 益 219,408 224,682 225,600 173,902 177,396 178,347 

 連 結 営 業 利 益 4,791 5,426 5,254 3,182 4,084 3,433 

 連 結 経 常 利 益 4,675 5,392 5,246 3,194 4,150 3,128 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
1,873 3,198 3,212 1,310 2,034 1,713 

 １株当たり連結当期純利益(円) 105.32 179.61 180.32 41.42 64.40 54.22 

 １  株  当  た  り  配当金 (円 ) 36 38 47 12 14 14 

（注１）2018 年２月 28 日現在。ただし、特記しているものを除きます。 

（注２）従業員数には、パートタイマーの期中平均人数を含めておりません。 

 

４．本経営統合後の吸収合併存続会社の状況 

本経営統合後の吸収合併存続会社の商号や本店所在地、代表者及び役員の構成、組織等につきましては、今

後ＭＶ東海及びＭＶ中部で協議の上決定いたします。 

 

５．統合準備委員会及び分科会 

本基本合意書締結後速やかに、本経営統合に関して集中的に協議を行うために統合準備委員会及び分科会を

設置し、本経営統合後の体制、統合効果等を検討してまいります。 

 

６．今後の見通し 

本経営統合の効力発生は 2019 年９月１日を予定しているため、本経営統合がＭＶ東海及びＭＶ中部の当期

の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。また、次期業績におきましては、確定次第お知らせい

たします。 

 

以 上 
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（参考）ＭＶ東海の当期連結業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期連結実績 

 
連結営業収益 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
229,000 百万円 5,400 百万円 5,300 百万円 3,250 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
225,600 百万円 5,254 百万円 5,246 百万円 3,212 百万円 

 

（参考）ＭＶ中部の当期連結業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期連結実績 

 
連結営業収益 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
180,000 百万円 3,440 百万円 3,480 百万円 1,760 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
178,347 百万円 3,433 百万円 3,128 百万円 1,713 百万円 
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2018 年 10 月 10 日 

マックスバリュ西日本株式会社 

               株式会社マルナカ 

株式会社山陽マルナカ 

イオン株式会社 

 

マックスバリュ西日本株式会社、株式会社マルナカ及び株式会社山陽マルナカの 

経営統合（株式交換）に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

マックスバリュ西日本株式会社（以下「ＭＶ西日本」といいます）、株式会社マルナカ（以下「マルナカ」

といいます）及び株式会社山陽マルナカ（以下「山陽マルナカ」といいます）は本日開催の取締役会決議に

基づき、イオン株式会社（以下「イオン」といいます）は代表執行役の決定に基づき、ＭＶ西日本、マルナ

カ及び山陽マルナカの経営統合（以下「本経営統合」といいます）に関する基本合意書（以下「本基本合意

書」といいます）を締結いたしましたので、以下の通りお知らせいたします。 

 

１．本経営統合の目的 

イオングループでは、2017 年 12 月に、2020 年に向けての中期経営方針において、「リージョナルシフト」

「デジタルシフト」「アジアシフト」及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループの変革の方向

性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指しています。 

 

その実現に向けて、スーパーマーケット（以下「ＳＭ」といいます）事業においては、ドラッグストアやコ

ンビニエンスストア、Ｅコマースなど競争のボーダレス化による競合環境の激化、人口動態やお客さまの生活

スタイルの変化、健康志向、低価格志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域ごとに一

定以上の規模を有する企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便

利さを提供し続け、最も地域に貢献する企業に成長する必要があります。 

このような中、ＭＶ西日本の親会社であり、マルナカ及び山陽マルナカの完全親会社であるイオンは当該中

期経営方針において、ＳＭ改革の今後の方向性を示しました。 

 

これを踏まえ、中四国エリアでＳＭ事業を運営するＭＶ西日本、マルナカ及び山陽マルナカは、「地域密着

型経営」の実践による中四国エリアにおける市場シェアＮＯ.１のリージョナルＳＭ企業の実現を目指し、本経

営統合により相互の経営資源及びノウハウの共有化、とりわけ、マルナカの生鮮商品力を最大限に活かした生

鮮強化型スーパーマーケットを確立してまいります。また、主要拠点へのプロセスセンターの配置と物流改革

による収益力を拡大させるとともに、下記のエリア戦略に基づく販売チャネル拡大による競争力強化、システ

ムプラットホームの統廃合や本社機能の集約整理によるオペレーションコストの効率化により、経営基盤を強

固なものとし、継続して成長し続ける企業を目指します。 

① 兵庫県西部・岡山市・広島市・山口県西部・香川県への積極出店によるドミナントエリア強化 

② 広島県東部・愛媛県の空白エリアへの出店によるシェア拡大 

③ 徳島県西部の買い物困難エリアへの移動販売事業やネットスーパーをはじめとするノンストア事業の確

立 

 

２．本経営統合の要旨 

（１）本経営統合の方式 

ＭＶ西日本を株式交換完全親会社、マルナカ及び山陽マルナカを株式交換完全子会社とする株式交換（以下

「本株式交換」といいます）を行う方法により統合する基本方針のもと本経営統合を進める予定です。また、

経営資源を中国、四国地方、及び西播、東播地区へ集中することによる、経営効率の最適化と、さらなる地域
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密着経営の推進を目的とし、本株式交換に先立ち、山陽マルナカの近畿エリア店舗（14 店舗）のイオン 100％

子会社である株式会社ダイエーへの譲渡、及びＭＶ西日本の近畿エリア店舗（８店舗）のイオン 100％子会社

である株式会社光洋への譲渡（以下、併せて「近畿店舗譲渡」といいます。詳細は別紙をご参照ください。）を

実施する予定です。 

 

本経営統合後、ＭＶ西日本を吸収合併存続会社、マルナカ及び山陽マルナカを吸収合併消滅会社とする吸収

合併（以下「本吸収合併」といいます）を行うことを視野に入れて、当事者にて協議・検討を行う予定です。 

 

（２）本経営統合の日程 

本基本合意書締結日 2018 年 10 月 10 日 

本株式交換に関する契約締結日 2018 年 12 月中旬（予定） 

臨時株主総会における本株式交換契約承認決議 2019 年２月頃（予定） 

近畿店舗譲渡の効力発生日 2019 年３月１日（予定） 

本株式交換の効力発生日 2019 年３月１日（予定） 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

本株式交換における株式交換比率は、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関によ

る株式交換比率算定の結果等を踏まえて、本株式交換に関する最終契約締結までに決定いたします。 

 

３．本経営統合の当事会社の概要 

（１）会社概要 

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 株式交換完全子会社 

名       称 
マックスバリュ西日本株

式会社 

株式会社マルナカ 株式会社山陽マルナカ 

所 在 地 
広島県広島市南区段原南

一丁目３番 52 号 

香川県高松市円座町

1001 番地 

岡山県岡山市南区平福 

一丁目 305 番地の２ 

代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 

代表取締役社長 

加栗 章男 

代表取締役社長  

平尾 健一 

代表取締役社長  

宮宇地 剛 

事 業 内 容 
食料品及び日用雑貨用品

の小売販売 

スーパーマーケット事業 スーパーマーケット事業 

資 本 金 
1,701 百万円 

（2018年５月31日現在） 

100 百万円 25 百万円 

設 立 年 月 日 1982 年３月５日 1952 年３月 31 日 1953 年６月１日 

発 行 済 株 式 数 
26,259,709 株 

（2018年５月31日現在） 

200,000 株 50,000 株 

決 算 期 ２月末 ２月末 ２月末 

従 業 員 数 1,716 名（連結） 2,676 名（単体） 1,275 名（単体） 

主 要 取 引 先 

イオンフードサプライ株式

会社 

三菱食品株式会社 

森永乳業株式会社 

株式会社明治 

コカ・コーラカスタマーマー

ケティング株式会社 

イオントップバリュ株式会

社、 

株式会社あらた 

旭食品株式会社 

中商事株式会社 

日本ハム株式会社 

三菱食品株式会社 

加藤産業株式会社 

株式会社日本アクセス 

藤徳物産株式会社 

イオンリテール株式会社 
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主 要 取 引 銀 行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社百十四銀行 

株式会社中国銀行 

株式会社日本政策投資銀

行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社中国銀行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社新生銀行 

大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

イオン      58.12% 

マックスバリュ西日本グル

ープ社員持株会     2.74% 

丸魚水産株式会社   1.80% 

株式会社コックス  1.62% 

加藤産業株式会社  1.23% 

新光商事株式会社  1.22% 

イオンフードサプライ株式

会社              0.91% 

ミニストップ株式会社 

0.91% 

イオンフィナンシャルサー

ビス株式会社       0.90% 

宮本 美枝         0.79% 

イオン     100% イオン     100% 

当事会社間の関係 

 資 本 関 係 記載すべき事項はございません。 

 

人 的 関 係 

ＭＶ西日本の代表取締役１名がマルナカ及び山陽マルナカの取締役を兼務、マル

ナカの代表取締役１名が山陽マルナカの取締役を兼務、ＭＶ西日本の従業員１名

が山陽マルナカに出向しております。また、山陽マルナカの代表取締役１名は

2018 年５月 25 日よりマルナカの取締役を兼務しております。 

 取 引 関 係 マルナカは、山陽マルナカの銀行借入に対する債務被保証を行っております。 

 関連当事者への 

該 当 状 況 

ＭＶ西日本、マルナカ及び山陽マルナカはいずれもイオンの子会社であり、関連

当事者に該当いたします。 

（注１）2018 年２月 28 日現在。ただし、特記しているものを除きます。 

（注２）従業員数には、パートタイマーの期中平均人数を含めておりません。 

 

（２）最近３年間の経営成績及び財政状態 

① ＭＶ西日本（連結） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 連 結 純 資 産 46,134 百万円 48,250 百万円 50,589 百万円 

 連 結 総 資 産 93,368 百万円 94,736 百万円 98,104 百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1,756.94 円 1,837.10 円 1,925.04 円 

 連 結 売 上 高 269,813 百万円 272,087 百万円 270,169 百万円 

 連 結 営 業 利 益 6,066 百万円 6,431 百万円 4,702 百万円 

 連 結 経 常 利 益 6,276 百万円 6,687 百万円 4,978 百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 

2,503 百万円 3,268 百万円 2,467 百万円 

 １株当たり連結当期純利益 95.62 円 124.66 円 94.06 円 

 １  株  当  た  り  配 当 金 35.00 円 38.00 円 38.00 円 
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② マルナカ（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 40,643 百万円 41,596 百万円 42,622 百万円 

 総 資 産 110,326 百万円 105,503 百万円 102,959 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 292,445.23 円 299,303.97 円 306,684.61 円 

 売 上 高 175,707 百万円 177,894 百万円 178,634 百万円 

 営 業 利 益 4,111 百万円 4,012 百万円 2,707 百万円 

 経 常 利 益 4,167 百万円 4,135 百万円 3,002 百万円 

 当 期 純 利 益 380 百万円 1,438 百万円 925 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 2,737.89 円 10,354.02 円 6,657.74 円 

 

③ 山陽マルナカ（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 8,886 百万円 9,941 百万円 11,088 百万円 

 総 資 産 76,285 百万円 75,132 百万円 73,770 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 490,972 円 549,234 円 612,651 円 

 売 上 高 118,364 百万円 120,019 百万円 122,872 百万円 

 営 業 利 益 2,348 百万円 2,469 百万円 2,798 百万円 

 経 常 利 益 2,058 百万円 2,266 百万円 2,667 百万円 

 当 期 純 利 益 1,145 百万円 1,124 百万円 1,127 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 63,289.57 円 62,102.08 円 62,280.98 円 

 

４．本経営統合後の株式交換完全親会社の状況 

本経営統合後の株式交換完全親会社の商号や本店所在地、代表者及び役員の構成、組織等につきましては、

今後、ＭＶ西日本、マルナカ及び山陽マルナカで協議の上決定いたします。 

 

５．統合準備委員会及び分科会 

本基本合意書締結後速やかに、本経営統合に関して集中的に協議を行うために統合準備委員会の設置、及び、

人事、物流、商品仕入、情報システム、経営戦略、店舗開発、ブランディング、財務経理、総務の各分野にお

いて分科会を設置し、本経営統合後の体制、統合効果等を検討してまいります。 

 

６．今後の見通し 

本経営統合の効力発生は 2019 年３月１日を予定しているため、本経営統合がＭＶ西日本の当期の業績に与

える影響は軽微なものと見込んでおります。また、次期業績におきましては、確定次第お知らせいたします。 

 

以 上 
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（参考）ＭＶ西日本の当期連結業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期連結実績 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
283,000 百万円 5,500 百万円 5,700 百万円 2,600 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
276,313 百万円 4,702 百万円 4,978 百万円 2,467 百万円 

別紙：近畿店舗譲渡の対象店舗 

 

１．株式会社ダイエーに譲渡する山陽マルナカの近畿エリア店舗（14 店舗） 

 

（大阪府）住之江店、東大阪店、泉大津店、泉佐野店、大東寺川店、堺店、和泉店、貝塚店、三国店、 

此花店、摂津店 

（兵庫県）西宮店、新在家店 

（奈良県）富雄南店 

 

２．株式会社光洋に譲渡するＭＶ西日本の近畿エリア店舗（８店舗） 

 

（兵庫県）星陵台店、西宮浜町店、西宮上田店、長田南店、須磨海浜公園駅前店、東難波店、 

金楽寺店、塩屋北店 
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2018 年 10 月 10 日 

イオン九州株式会社 

                       マックスバリュ九州株式会社 

                                  イオン株式会社 

 

イオン九州株式会社、マックスバリュ九州株式会社及びイオンストア九州株式会社の 

経営統合（株式移転）に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

 

イオン九州株式会社（以下「イオン九州」といいます）、マックスバリュ九州株式会社（以下「ＭＶ九州」

といいます）及びイオンストア九州株式会社（以下「ＡＳ九州」といいます）は本日開催の取締役会決議に

基づき、イオン株式会社（以下「イオン」といいます）は代表執行役の決定に基づき、イオン九州、ＭＶ九

州及びＡＳ九州の経営統合（以下「本経営統合」といいます）に関する基本合意書（以下「本基本合意書」

といいます）を締結いたしましたので、以下の通りお知らせいたします。 

 

１．本経営統合の目的 

イオングループでは、2017 年 12 月に、2020 年に向けての中期経営方針において、「リージョナルシフト」

「デジタルシフト」「アジアシフト」及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループの変革の方向

性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指しています。 

 

その実現に向けて、スーパーマーケット（以下「ＳＭ」といいます）事業においては、ドラッグストアやコ

ンビニエンスストア、Ｅコマースなど競争のボーダレス化による競合環境の激化やお客さまの生活スタイルの

変化、健康志向、低価格志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域ごとに一定以上の規

模を有する企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便利さを提供

し続け、最も地域に貢献する企業に成長する必要があります。 

このような中、イオン九州及びＭＶ九州の親会社であり、ＡＳ九州の完全親会社であるイオンは当該中期経

営方針において、ＳＭ改革の今後の方向性を示しました。 

 

これを踏まえ、九州エリアにおいて事業を展開するイオン九州、ＭＶ九州、ＡＳ九州は、本経営統合により

持株会社体制となり経営資源の最適化を実現することで、「九州でＮＯ.１の信頼される企業」を目指すことを

確認いたしました。 

 

食品事業においては、お客さまの食に対する嗜好の多様化やデジタル化に対応し、九州の食文化の向上に資

することにより、九州エリアにおける市場シェアＮＯ.１を目指して相互の経営資源・ノウハウの共有化を推進

するとともに、商品調達力の強化や物流機能の効率化によるシナジーの極大化に努め、「食」に関するあらゆ

るニーズを満たす「フードソリューション企業」を目指してまいります。 

非食品事業においては、デジタル化やお客さまの生活スタイルの変化に対応するため、食品以外の衣料品・ 

住関連品においても、「物販」「サービス」をはじめとする専門店の集合体として生まれ変わり、多様化する 

お客さまのニーズにお応えする企業を目指してまいります。 

持株会社は、全体の本社機能を持ち、経営資源の最適化による、シナジー効果の極大化、ショッピングセン 

ターの価値向上、物流やデジタル化に向けたインフラの強化に努め、食品・非食品の強みを最大限に発揮して

まいります。 
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２．本経営統合の要旨 

（１）本経営統合の方式 

イオン九州、ＭＶ九州及びＡＳ九州の共同株式移転によって３社の完全親会社（以下「本持株会社」といいま

す）の設立（以下「本株式移転」といいます）を行う方法により統合する基本方針のもと本経営統合を進める

予定でおります。 

本経営統合後、本持株会社傘下のイオン九州、ＭＶ九州及びＡＳ九州の３社を食品事業会社と非食品事業会

社に再編（以下「本持株会社傘下での再編」といいます）することを視野に入れて、当事者にて協議・検討を

行う予定です。 

 

（２）本経営統合の日程 

本基本合意書締結日 2018 年 10 月 10 日 

本株式移転に関する共同株式移転計画の取締役会決議 2019 年４月中旬（予定） 

定時株主総会における共同株式移転計画承認決議 2019 年５月下旬（予定） 

イオン九州及びＭＶ九州の上場廃止 2019 年８月下旬（予定） 

本株式移転の効力発生日、及び本持株会社の株式上場日 

（東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上場予定） 
2019 年９月１日（予定） 

 

（３）本株式移転に係る割当ての内容 

本株式移転における株式移転比率は、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関によ

る株式移転比率算定の結果等を踏まえて、本株式移転に関する最終契約締結までに決定いたします。 

 

（４）本持株会社の上場申請に関する事項 

本持株会社の株式については、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に新規上場申請を行う予定です。上場日は、

本株式移転の効力発生日である 2019 年９月１日を予定しております。 

なお、それに伴い、イオン九州 及び ＭＶ九州は上場廃止となる予定です。 
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３．本経営統合の当事会社の概要 

（１）会社概要 

名称 イオン九州株式会社 
マックスバリュ九州 

株式会社 

イオンストア九州 

株式会社 

所在地 
福岡市博多区博多駅南 

二丁目９番 11 号 

福岡市博多区博多駅東 

三丁目 13 番 21 号 

福岡市博多区博多駅南 

二丁目９番 11 号 

代表者の 

役職・氏名 

代表取締役社長執行役員 

柴田 祐司 

代表取締役社長 

佐々木 勉 

代表取締役社長 

平松 弘基 

事業内容 

衣料品、食料品、住居余暇商

品、ホームセンター商品等の

小売事業 

スーパーマーケット事業 衣料品、食料品、住居余暇商

品等の小売事業 

資本金 3,156 百万円 1,604 百万円 10 百万円 

設立年月日 1972 年６月 29 日 2002 年３月 25 日 2015 年６月８日 

発行済株式数 18,807,119 株 7,551,795 株 2,000 株 

決算期 ２月末 ２月末 ２月末 

従業員数 2,761 人 1,454 人 574 人 

主要取引先 

イオントップバリュ株式会社 

イオンリテール株式会社 

三菱食品株式会社 

株式会社マックスゲームズ 

資生堂ジャパン株式会社 

株式会社ショクリュー 

加藤産業株式会社 

株式会社ワコール 

イオンリテール株式会社 

イオントップバリュ株式会社 

加藤産業株式会社 

株式会社日本アクセス 

株式会社山星屋 

ホシザキ南九株式会社 

株式会社河淳 

イオントップバリュ株式会社 

イオンリテール株式会社 

株式会社アルティフーズ 

三菱食品株式会社 

株式会社あらた 

株式会社ショクリュー 

株式会社リードヘルスケア 

株式会社日本アクセス 

主要取引銀行 

株式会社西日本シティ銀行 

株式会社みずほ銀行 

三井住友信託銀行株式会社 

株式会社三井住友銀行 

株式会社日本政策投資銀行 

株式会社肥後銀行 

株式会社西日本シティ銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社肥後銀行 

株式会社鹿児島銀行 

株式会社大分銀行 

株式会社西日本シティ銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社三井住友銀行 

 

※資金の調達は親会社であるイオン株式

会社からの借入が 100％（2018/２/28 時

点）  

大株主及び 

持株比率 

 

イオン株式会社   62.7% 

イオン九州社員持株会 

2.8% 

マックスバリュ西日本株式

会社              2.5% 

イオン九州共栄会   2.5% 

株式会社コックス   1.9% 

九州電力株式会社   1.7% 

イオンフィナンシャルサー

ビス株式会社      1.5% 

ミ ニ ス ト ッ プ 株 式 会 社 

1.5% 

株式会社西日本シティ銀行 

1.3% 

株式会社大分銀行   1.1% 

イオン株式会社   77.00% 

マックスバリュ九州従業員

持株会        

1.87% 

マックスバリュ九州共栄会

       

1.66% 

横尾由佳       

0.67% 

株式会社エーブル  0.51% 

山本ススミ      0.50% 

ミ ニ ス ト ッ プ 株 式 会 社  

0.43% 

マックスバリュ西日本株式

会社             0.40% 

加藤産業株式会社  0.39% 

三菱食品株式会社  0.39% 

イオン株式会社   100% 
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当事会社間の関係 

 資 本 関 係 記載すべき事項はございません。 

 

人 的 関 係 

・イオン九州の取締役１名がＡＳ九州の代表取締役社長を兼任しております。 

・イオン九州の監査役１名がＡＳ九州の監査役を兼任しております。 

・イオン九州からＡＳ九州へ 397 名出向しており、ＡＳ九州からイオン九州へは

30 名出向しております。 

 
取 引 関 係 

・イオン九州はＡＳ九州の店舗運営業務を受託しています。 

・ＭＶ九州とイオン九州間で一部営業店舗の賃貸借契約を締結しています。 

 関連当事者への 

該 当 状 況 

イオン九州、ＭＶ九州及びＡＳ九州はいずれもイオンの子会社であり、関連当事

者に該当いたします。 

（注１）2018 年２月 28 日現在。ただし、特記しているものを除きます。 

（注２）従業員数には、パートタイマーの期中平均人数を含めておりません。 

 

（２）最近３年間の経営成績及び財政状態 

① イオン九州（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 13,984 百万円 14,277 百万円 14,070 百万円 

 総 資 産 103,523 百万円 98,659 百万円 96,376 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 742.54 円 758.64 円 747.19 円 

 売 上 高 223,317 百万円 218,622 百万円 214,714 百万円 

 営 業 利 益 △186 百万円 779 百万円 874 百万円 

 経 常 利 益 △29 百万円 947 百万円 1,377 百万円 

 当 期 純 利 益 △2,047 百万円 408 百万円 101 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △109.04 円 21.72 円 5.40 円 

 １  株  当  た  り  配 当 金 10 円 10 円 10 円 

 

② ＭＶ九州（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 12,031 百万円 12,973 百万円 13,609 百万円 

 総 資 産 35,339 百万円 36,102 百万円 36,113 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,591.23 円 1,712.61 円 1,794.02 円 

 売 上 高 155,037 百万円 170,353 百万円 175,211 百万円 

 営 業 利 益 2,054 百万円 2,619 百万円 2,146 百万円 

 経 常 利 益 2,131 百万円 2,647 百万円 2,170 百万円 

 当 期 純 利 益 474 百万円 1,117 百万円 900 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 63.06 円 148.34 円 119.36 円 

 １  株  当  た  り  配 当 金 30 円 40 円 30 円 

 

③ ＡＳ九州（単体） 

決算期 2016 年２月期 2017 年２月期 2018 年２月期 

 純 資 産 10,829 百万円 7,674 百万円 6,523 百万円 

 総 資 産 33,884 百万円 30,622 百万円 27,920 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 5,414,782 円 3,837,490 円 3,261,566 円 

 売 上 高 29,682 百万円 58,765 百万円 54,335 百万円 

 営 業 利 益 △855 百万円 △2,685 百万円 △1,489 百万円 

 経 常 利 益 △1,215 百万円 △2,860 百万円 △1,728 百万円 

 当 期 純 利 益 △811 百万円 △3,154 百万円 △1,151 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △405,569 円 △1,577,292 円 △575,923 円 

（注１）ＡＳ九州の 2016 年２月期の数値は半期分です（2015 年９月１日㈱ダイエーより事業承継開始）
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４．本経営統合後の本持株会社の状況 

本経営統合後の本持株会社の商号や本店所在地、代表者及び役員の構成、組織等につきましては、今後、

イオン九州、ＭＶ九州及びＡＳ九州で協議の上決定いたします。 

 

５．統合準備委員会及び分科会 

本基本合意書締結後速やかに、本経営統合に関して集中的に協議を行うために統合準備委員会及び分

科会を設置し、本経営統合後の体制、統合効果等を検討してまいります。 

 

６．今後の見通し 

本経営統合の効力発生は 2019 年９月１日を予定しているため、本経営統合がイオン九州及びＭＶ九州

の当期の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。また、次期業績につきましては、確定次第

お知らせいたします。 

以 上 
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（参考）イオン九州の当期業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期実績 

 
営業収益 営業利益 経常利益 

当期 

純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
233,000 百万円 1,000 百万円 1,100 百万円 200 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
232,076 百万円 874 百万円 1,377 百万円 101 百万円 

 

（参考）ＭＶ九州の当期業績予想（2018 年４月 11 日公表分）及び前期実績 

 
売上高 営業利益 経常利益 

当期 

純利益 

当期業績予想 

（2019 年２月期） 
178,000 百万円 2,500 百万円 2,500 百万円 1,000 百万円 

前期実績 

（2018 年２月期） 
175,211 百万円 2,146 百万円 2,170 百万円 900 百万円 
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2018 年 10 月 10 日 

株式会社ダイエー 

株式会社光洋 

イオン株式会社 

 

株式会社ダイエー及び株式会社光洋の経営統合ならびに近畿エリアにおける 

スーパーマーケット事業の運営の承継に関する基本合意書締結のお知らせ 

 

 

株式会社ダイエー（以下「ダイエー」）及び株式会社光洋（以下「光洋」）は本日開催の取締役会決議に

基づき、イオン株式会社（以下「イオン」）は代表執行役の決定に基づき、2019 年３月１日及び 2020 年

３月１日を効力発生日として、近畿エリアにおけるスーパーマーケット（以下「ＳＭ」）事業の一部の運

営の承継及びダイエーと光洋の経営統合に関する基本合意書を締結いたしましたので、下記の通りお知

らせいたします。 

 

記  

 

１．本経営統合の目的 

 イオングループでは、2017 年 12 月に、2020 年に向けての中期経営方針において「リージョナルシフ

ト」「デジタルシフト」「アジアシフト」、及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループの

変革の方向性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指してい

ます。 

  

 その実現に向けて、ＳＭ事業においては、ドラッグストアやコンビニエンスストア、Ｅコマースなど競

争のボーダレス化による競合環境の激化、人口動態やお客さまの生活スタイルの変化、健康志向、低価格

志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域ごとに一定以上の規模を有する企業体と

なり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便利さを提供し続け、最も地

域に貢献する企業に成長する必要があります。 

 このような中、ダイエー及び光洋の完全親会社であるイオンは当該中期経営方針において、ＳＭ改革の

今後の方向性を示しました。 

 

これを踏まえ、近畿エリアにおいてダイエーと光洋は経営統合を行い、新たな近畿のＳＭ企業として更

なる成長を目指します。 

ダイエーと光洋は、光洋が有する独自の店づくりや生鮮デリカを中心とする付加価値型商品の展開を

通じたブランド力に加え、ダイエーがこれまで培ってきた生産から加工・物流・販売に至るまでのサプラ

イチェーンマネジメントに基づく効率的経営の強みを活かし、近畿エリアで約 200 店舗となる既存店舗

をエリア特性にあわせた店舗活性化を行い、よりお客さまの生活に根差した店舗づくりを目指します。加

えて、これらを支えるインフラ機能の強化を図るため、物流機能を再編統合し、新しい店舗網でのサプラ

イチェーンを最適化し、リードタイムの短縮による鮮度改善や物流効率の改善に取り組んでまいります。

また、本社機能の集約整理や重複コストの削減、商品原価の低減等を図り、より強固な経営基盤を確立い

たします。 
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また、本経営統合に先立ち、京阪神地区の店舗ドミナンス化を加速させる目的から、マックスバリュ西

日本株式会社（以下「ＭＶ西日本」）及び株式会社山陽マルナカ（以下「山陽マルナカ」）が近畿エリア

で運営する店舗について、山陽マルナカの店舗はダイエーが、ＭＶ西日本の店舗は光洋がそれぞれ承継す

る予定です。 

 

この度の経営統合により、地域に根差した商品やサービスの提供を図り、地域密着型経営を実践するこ

とに加え、各社の経営資源・ノウハウを共有してシナジーの最大化を図ることで、従業員が最も働き甲斐

を感じ、かつ地元近畿の発展に貢献する企業となると共に、近畿における市場シェアＮＯ.１を目指して

まいります。 

 

２．経営統合の方式 

2020 年３月１日を効力発生日として、ダイエーを吸収合併存続会社、光洋を吸収合併消滅会社とする

吸収合併（以下「本合併」）を行う方法により経営統合を進める予定です。 

また、本合併に先立ち 2019 年３月１日を効力発生日として、山陽マルナカの 14 店舗をダイエーが、

ＭＶ西日本の８店舗を光洋が、それぞれ承継する予定です。 

 

【承継対象となる店舗】 

山陽マルナカよりダイエーが承継する店舗（14 店舗） 

大阪府 住之江店、東大阪店、泉大津店、泉佐野店、大東寺川店、堺店 

和泉店、貝塚店、三国店、此花店、摂津店 

兵庫県 西宮店、新在家店 

奈良県 富雄南店 

ＭＶ西日本より光洋が承継する店舗（８店舗） 

兵庫県 星陵台店、西宮浜町店、西宮上田店、長田南店、須磨海浜公園駅前店、 

東難波店、金楽寺店、塩屋北店 

 

 【ダイエー及び光洋の会社概要】 

名称 株式会社ダイエー 株式会社光洋 

本店所在地 神戸市中央区港島中町 4 丁目 1 番 1 号 大阪市西区北堀江 3 丁目 12 番 23 号 

代表者 代表取締役社長 近澤 靖英 代表取締役社長 平田 炎 

設立年月日 1957 年 4 月 10 日 1973 年 1 月 18 日 

株主 イオン株式会社 100％ イオン株式会社 100％ 

従業員数 正社員 2,437 名（2018 年 2 月末現在） 正社員 1,227 名（2018 年 2 月末現在） 

店舗数 176 店舗 (2018 年 9 月末現在) 75 店舗 (2018 年 9 月末現在) 
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【ダイエー及び光洋の府県別店舗数】              （2018 年 9 月末現在） 

 大阪府 兵庫県 京都府 奈良県 和歌山県 滋賀県 小 計 

ダイエー 44 35 10 ０ ７ １ 97 

光 洋 47 20 ３ ４ １ ０ 75 

合 計 91 55 13 ４ ８ １ 172 

  ※ダイエーの関東エリアにおける店舗数は 79 店舗 

 

３．本経営統合の日程 

  経営統合の日程は下表の予定です。 

2018 年 10 月 10 日 本経営統合に関する基本合意書の締結 

2019 年 ３月 １日 山陽マルナカの 14 店舗をダイエーが承継 

ＭＶ西日本の８店舗を光洋が承継 

2020 年 ３月 １日 本合併効力発生日 

 

４．統合準備委員会及び分科会 

本合意書締結後速やかに「統合準備委員会」及び、人事、商品・物流、システム、財務経理、総務な

どの各分野における分科会を設置し、本経営統合後の体制や統合効果等について検討してまいります。 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


